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第１章 序論 
 
1.1 研究背景と目的 
 
コンクリート構造物の点検・検査は、これまで目視確認や各種計測データの分析評価が中心で
あった。近年は、長期間供用された構造物の健全度を評価するため、より詳細な構造物の性状変
化の把握に向けた技術開発が行われているが、その多くは表面付近の性状把握には有効なもの
の、深部の性状把握には十分ではない。 
コンクリート構造物の非破壊検査では、コンクリート表面において弾性波（弾性体を伝わる振
動）を発生させ、その波動（表面波、透過波、反射波、屈折波）を受振器で得ることにより、構
造物内部の欠陥等を測定する、衝撃弾性波法が広く用いられている。この方法は、目視確認や計
測データの分析評価より、細かく正確にコンクリート構造物の性状把握を可能とする。衝撃弾性
波法では、分解能を保つため、エネルギーが大きい数 kHz～100kHz の周波数帯域の弾性波を利
用するのが一般的であるが、減衰量が大きく、深部の欠陥等を把握することができない。 
 本研究では、一般的な衝撃弾性波法に比べ低周波の弾性波を用いることで減衰量を小さくし、
深部に存在する亀裂の検出、およびコンクリート構造物全体の性状把握を行うことを目指した。
低周波の弾性波は波長が長いため、透過力が高いが、分解能は低下する。したがって、亀裂等の
微細な不均質を直接検出することは困難であると考えられる。 
そこで、コンクリート構造物において低周波の弾性波を用いた探査を行い、低周波の弾性波
の、(1)伝播速度の推定、(2)亀裂による減衰量の測定、を行った。弾性波の S 波の伝播速度はコ
ンクリート構造物の強度分布と関連が強い。また、微細な亀裂が存在すると、弾性波が散乱する
ため振幅が低下する。この弾性波の減衰量を分析することにより、亀裂の深さの推定が可能と考
えられる。 
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1.2 本論文の構成と内容 
 
 本論文は全６章で構成されている。 
 第１章では、序論として本論文の背景と目的、構成について述べた。 
 第２章では、本研究で用いる表面波による探査法について、表面波の概要と既往の手法を述べ
るとともに、コンクリート構造物における非破壊探査の現状を述べた。 
 第３章では、本研究の手順と解析手法について述べた。本研究では、コンクリート構造物にお
ける表面波探査の適用事例が非常に少ないことから、まず小規模なコンクリート構造物を対象
とした予備実験を行い、その後大規模なコンクリート構造物（重力式コンクリートダム）を対象
に探査を行った。解析には表面波による探査手法、すなわち CMP（Common Mid Point）解析、
および減衰量分析法を用いた。 
 第４章では、小規模コンクリート構造物における予備実験について、データ取得やデータ解
析、解析結果を述べた。 
 第５章では、重力式コンクリートダムにおける探査について、データ取得やデータ解析、解析
結果を述べた。探査は亀裂の表面位置が既知であるダムの天端と法面の２箇所において行った。 
 第６章では、本研究で得られた成果をまとめ、今後の課題について述べた。 
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第２章 既往の手法 
 
2.1 表面波探査法 
 
2.1.1 表面波 
 
 地震波は、物質内部を伝播する実体波と、物質の表面を伝播する表面波に分けることができる
（図 2.1）。表面波は伝播の仕方により、レイリー波・ラブ波の区別がある。ラブ波は水平のせん
断力を地面に与え、地表に対して平行に、進行方向に対して垂直に振動する。レイリー波は上下
動と水平動からなり、地表が上下方向に楕円を描くように振動する。実体波である P 波・S 波と
比べて減衰しにくく、表面波の伝播速度は S 波速度の 0.9～0.95 倍である。 
 林ほか(2001)(2)によると、表面波は、周波数が低く波長が長いと、地盤の深部まで伝わるため
位相速度が速く、周波数が高く波長が短いと、地盤の浅部を伝わるため位相速度が遅くなる（図
2.2）。このように、周波数に依存して位相速度が変化することを分散性と呼び、表面波の持つ大
きな特徴である。表面波の振幅は物体表面で大きく、その波長とほぼ同じ深度で小さくなる。 
 
2.1.2 表面波探査 
 
この表面波の分散性を利用して、地盤の S波速度の分布を推定する手法が表面波探査である。 
表面波探査は、人工振源によって弾性波を発生させ、地盤の表面付近を伝わる表面波を観測
し、その波の分散性から S 波速度の分布を調べる手法である。周波数が５～50Hz の波を用いる
ことで、深度 15ｍ程度までの地盤の S 波速度の分布を把握することができる。近年では、ハン
マー等で地表面を打撃することで人工的に弾性波を発生させ、地中や地表面を伝播していく波
を、地表面に設置した多数の受振器によって測定する、Park et al.(1999)(3)によるマルチチャンネ
ル表面波探査（MASW）（図 2.3）が主流となっている。 
図 2.4 は、筆者が首都大学東京の広場 B において、表面波探査を行った際の波形データであ
る。起振点ごとに得られる波形データから、各周波数に対する位相速度を求め、その分散曲線
（図 2.5）を逆解析することで、地盤の S 波速度構造を求める。その S 波速度構造を二次元的に
並べた結果が図 2.6 であり、この結果から深さや位置ごとの S 波速度を把握することができる。 
 地表付近を伝播する表面波は、地質学的な情報と対応の良い S 波速度に敏感で、屈折法や PS
検層といった手法に比べて測定が容易、逆転層が存在する場合でも解析が可能である。したがっ
て、表面波探査は、他の探査手法よりも効率的かつ簡便に、二次元あるいは三次元的な S 波速
度構造を地表から非破壊で把握することができる手法である。 
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図 2.1 実体波と表面波(1) 
図 2.3 表面波探査の測定方法（人口震源と多数の受振器を使用する方法）(4) 
図 2.2 波の地中伝播イメージ(2) 
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図 2.4 波形データ 
図 2.5 分散曲線 
図 2.6 二次元 S 波速度断面 
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2.2 既往のコンクリート構造物における非破壊探査 
 
 土木学会（2004）(5)、鎌田ほか（2013）(6)より、従来のコンクリート構造物における非破壊検
査について述べる。 
コンクリート構造物の診断技術の重要性は、1995 年の阪神大震災以降高まっており、欠陥の
有無、欠陥の位置、大きさを非破壊的に診断・予測することが必要とされている。弾性波による
非破壊探査としては、超音波法や打音法、衝撃弾性波法等が挙げられるが、深い位置にある欠陥
を探査する目的には、衝撃弾性波法がよく用いられる。 
弾性波に基づく方法は、得られる情報の種類が、コンクリートの圧縮強度、ひび割れ深さ、剥
離、空洞、PC グラウト充填状況と他の方法に比べて多いこと、また調査方法そのものが、打音
法、超音波法、衝撃弾性波法、AE 法と多岐に渡っていることが特長となっている。これは、弾
性波の速度、振幅、周波数をそれぞれ評価対象ごとに変化させることで、用途を広げることがで
きるからである。したがって、弾性波を伝播させる経路、反射・散乱させる因子など、測定結果
に影響する要因を適切に排除して、注目する事象を適確に把握できるようにしなければならな
い。しかし、発振あるいは受振を工夫することで、より明確に評価対象を捉える可能性を秘めて
いることになり、適用範囲を広げることができるとも言える。(5) 
衝撃弾性波法は、探査物体表面にセンサを取り付け、表面をハンマー等によって最大周波数約
10kHz 程度で打撃し、センサで伝播した弾性波を受信、センサ出力を解析することで欠陥位置を
推定する。欠陥位置の推定は、周波数と弾性波速度を用いた経験式(7)や、欠陥からの最初の反射
波の到達時間と弾性波速度を用いた方法(8)が存在する。 
図 2.7 は、弾性波法の適用範囲が、周波数範囲から見た場合にどのあたりに位置付けられるか
を示したものである。測定目的に合わせて適切な周波数を選定する必要があり、数 kHz 程度以
下の低周波数を用いるシステムでは伝播距離を 10ｍ程度とすることが可能であるが、分解能が
低下し、検出可能な欠陥寸法は大きくなる。また、50kHz 以上の高周波を用いる場合は、波の減
衰が大きいため、測定可能な欠陥深さや部材寸法は通常、２～３ｍ程度である。(6) 
したがって、深部の欠陥を検出するためには周波数を低く、分解能を向上させるためには周波
数を高くする必要がある。通常は分解能を保つため、数 kHz 程度の周波数帯域の弾性波を利用
するのが一般的であるが、大きなコンクリート構造物に対しての探査の際には、深部の欠陥等を
把握することは困難となる。 
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図 2.7 各分野で利用されている弾性波の周波数範囲(8) 
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第３章 探査方法 
 
3.1 概要 
 
 前述したように、これまで、コンクリート構造物において弾性波を利用した探査は数多く行わ
れてきた。しかし、低周波の弾性波や表面波探査を適用した事例は非常に少ない。 
 そこで最初に、コンクリート構造物における表面波の伝播挙動を把握することを目的に、首都
大学東京構内の小規模なコンクリート構造物を対象とした表面波探査を行った。得られた波形
の振幅スペクトルより表面波の卓越周波数を把握するとともに、CMP 解析によりコンクリート
構造物の S 波速度を得た。 
 その後、大規模なコンクリート構造物として、重力式コンクリートダムを対象に探査を行っ
た。探査は、亀裂の表面位置が既知であるダムの天端と法面の２箇所において行った。天端での
探査では、表面波の伝播挙動を把握し、CMP 解析によって解析可能な深度を把握した。法面で
の探査では、亀裂を横切る測線と亀裂が存在しない測線で測定を行い、CMP 解析により内部構
造を把握するとともに、減衰評価法によって亀裂の深さの推定を行った。 
 
3.2 表面波多チャンネル解析 
 
 測定によって得た時間―距離の領域の波形データを、周波数―位相速度の領域に変換するた
めに、本研究では CMP（Common Mid Point）解析（林ほか, 2001(2)、林, 2001(9)）を用いた。 
 Park et al.（1999）(3)では、人工振源により励起された波を、測線上に展開された多数の地震計
で取得し、周波数領域で見かけ速度に応じて積分することにより、時間―距離の領域の観測波形
を、直接周波数―位相速度の領域に変換する方法を考案している（MASW：Multi-channel Analysis 
of Surface Waves）。この手法は、２個の地震計で取得された波形のクロスコリレーション（相互
相関関数）では分離が困難な、実体波や高次モードの表面波を視覚的に分離できる点で優れてい
る。 
この手法を用いて低周波の数の領域まで精度よく位相速度を決定するためには、地震計の展
開長を長くする必要がある。しかし、展開長を長くすることで、同じ展開内で速度構造の変化が
ある場合にはそれを平均化してしまい、空間方向の分解能を低下させる可能性がある。空間方向
の分解能を向上させるためには、なるべく短い区間で位相速度を決定することが望ましいが、速
度を精度よく求めるには、なるべく長い区間のデータを使うほうが望ましい。 
そこで、多数の起振点の記録から中心位置が共通となるトレースを集め、処理する手法が CMP
解析である。以下に、まず Park et al.（1999）(3)の表面波多チャンネル解析についてまとめ、次
に、林ほか（2001）(2)、林（2001）(9)の CMP 解析について述べる。 
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3.2.1 表面波多チャンネル解析 
 
波形の位相速度を求める最も簡単な手法は、２つの異なる地点の波形のクロスコリレーショ
ンを計算する方法である。２本のトレースR1(t), R2(t)のフーリエ変換をR1(ω), R2(ω)とすると、
このクロスコリレーションP21(ω)は、 
 
𝑃21(𝜔) = 𝑅2(𝜔) ∙ 𝑅
′
1(𝜔) = | R2(ω)| ∙ |R1(ω)|exp (𝑖∆∅(𝜔)) 
 
と計算できる。ここで、𝑅′1(𝜔) は R1(ω) の複素共役である。∆∅(𝜔)は𝑃21(𝜔)の位相スペクト
ルであり、これが二本のトレースの位相差となる。求まったクロスコリレーション𝑃21(𝜔)が最大
のときの位相差から位相速度を求める。これを周波数ごとに行っていくことで分散曲線を算出
する。しかしこの方法は、求める周波数によって受振器間隔を変える必要があるため、測定に手
間がかかることや、実体波や高次の表面波を分離できないことなど、問題が多い。 
 Park et al.（1999）(3)の表面波多チャンネル解析は、共通起振点記録から直接位相速度を求める
手法である。以下にその手順をまとめる。 
(1)観測した波形を、トレースごとに周波数領域に変換する。 
              
𝐹(𝑥, ω) =
1
2𝜋
∫ 𝑓(𝑥, 𝑡) ∙ 𝑒−𝑖𝜔𝑡𝑑𝑡
+∞
−∞
(3.1) 
    
  ここで、x は距離、t は時間、ωは角周波数、f(x,t)は時間領域の共通起振点記録、F(𝑥, ω)は
そのフーリエ変換である。 
(2)計算を行う見かけ速度（位相速度：c）ごとに、距離と速度に応じて位相シフトを行いなが
ら、波形スペクトルを加算する。 
               
𝐹(𝑐, ω) = ∫ 𝑓(𝑥, 𝜔) ∙ 𝑒𝑖𝜔
𝑥
𝑐𝑑𝑥
+∞
−∞
(3.2) 
 
(3)(2)を計算したい位相速度の全範囲で行う。 
(4)絶対値を計算する。 
                 
𝑃(𝑐, 𝜔) = |𝐹(𝑐, 𝜔)| (3.3) 
 
(5)各周波数で最も振幅の大きい位相速度を求め、それらを結ぶことで分散曲線とする。  
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3.2.2 CMP 解析 
 
 表面波多チャンネル解析は、解析する全トレースの中から考えられる、全ての二本のトレース
の組み合わせを抽出して計算したクロスコリレーションの和と考えられる。クロスコリレーシ
ョンの中心位置をプロットすると、使用する受振器位置と中心位置の関係は図 3.1a のようにな
る。このようにクロスコリレーションの中心位置が異なる場所に存在するために、解析区間内で
速度構造が変化した場合には、位相速度の決定精度が悪くなる。これを回避するには、図 3.1b
のように中心位置が同じデータの組み合わせを使用して解析することが効果的で、これを CMP
解析と呼ぶ。しかし、１つの起振点記録の中からCMPとなる組み合わせを解析しようとすると、
多くの組み合わせは無駄なものとなる。図 3.1a を例とすると、５本のトレースから考えられる
組み合わせの数は 10 組であるが、CMP となる組み合わせは図 3.1c のように２組である。表面
波多チャンネル解析の精度が良いのは、多くのトレースを同時に解析するからであり、CMP と
なる組み合わせだけを用いても精度が悪くなる。そこで CMP 解析では、図 3.1d のように、起振
点の異なるデータのうち、中心位置が同一となるデータについて解析し、位相速度曲線を求めて
いる。図 3.2 は CMP 解析のための表面波探査の測定ジオメトリ例である。 
以下に CMP 解析の手順を示す。 
(1)得られた全ての共通起振点記録ごとに、考えられる全ての２トレースの組み合わせに対して、
クロスコリレーションを計算する。 
(2)全起振点記録から、２トレースの中間点が同じ場所となる全てのクロスコリレーションを集
める。 
(3)同じ受振点間隔のものを重合する。同じ受振点間隔であれば、異なる起振点であってもクロ
スコリレーションであれば波形として重合することができる。 
(4)中間点は等しいが、受振点間隔が異なるクロスコリレーションは直接重合することはできな
い。そこで、先に求めた同一受振点間隔データのクロスコリレーションを重合して求めた記
録を受振点間隔に応じて並べる。これは、その地点に固有の位相差を受振点間隔に応じて抽
出したことになり、位相速度解析においては共通起振点記録として扱うことができる。これ
を疑似共通起振点記録と呼ぶ。 
(5)この疑似共通起振点記録に対して、表面波多チャンネル解析を適用する。まず、トレースご
とに周波数領域に変換し、次に起振点距離（受振点間隔）に応じた位相シフトを与えて空間
方向に積分する。これで、距離―時間の疑似共通起振点記録を周波数領域の見かけ速度分布
に変換することができる。 
(6)周波数―位相速度のプロットにおいて、周波数ごとにその振幅の最も大きくなる位相速度を
読み取り、位相速度曲線（分散曲線）とする。 
(7)周波数と位相速度から表面波の波長を求め、波長の 1/3 の深度に位相速度をプロットし、こ
れを初期モデルの S 波速度とする。また層数を仮定し、地盤密度は深度とともに、徐々に大
きくなるよう与える。 
(8)(7)で作成した初期モデルに対して理論的な分散曲線を計算し、観測波形から得られた分散
曲線との差（残差）を計算する。理論分散曲線の計算にはコンパウンド・マトリックス法を
用いている。次に残差が最も小さくなるように、最小二乗法を用いてモデルを修正する。残
差が十分小さくなるまで、理論分散曲線の計算とモデルの修正を繰り返す。 
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 CMP 解析は、多数の起振点・受振点の波形データをクロスコリレーションとして処理するこ
とにより、最後まで位相や位相速度としての加算や平均を必要としないことが特長であり、表面
波多チャンネル解析において、水平方向の分解能を向上させることができる。物理探査学会
（2008）24 チャンネルの場合の受振点間隔と探査深度の目安を図 3.3 に示す。 
 
3.3 減衰量分析 
 
 コンクリート内部に亀裂が存在すると、弾性波の伝播波動が散乱するため、振幅が低下すると
考えられる。その減衰量から亀裂の深さを推定するために、本研究では、吉井（1971）(10)と安井
ほか（2007）(11)による減衰量分析法を用いた。 
吉井（1971）(10)では、経験的にも知られていない幅の広い溝による減衰に関して言及してい
る。空溝を通過した後のレイリー波には、溝より深い部分の入射波のエネルギーのみが寄与して
いると考え、レイリー波の全体の運動エネルギーとの比で減衰量が推定できるとしている。図
3.4 のように表面波の入射波のエネルギーE と透過波のエネルギーE’ は、レイリー波の地中方向
の振幅の分布から、運動エネルギーとして計算でき、減衰率γは E/E’の平方根として得られる。
これより、幅の狭い溝の深さによるレイリー波の減衰比は、溝の深さの関数で表すことができ、
表面波の波長λと溝の深さ d の比 d/λをパラメータとして以下の(3.4)式を得ている。 
                  
γ = exp (− 2.35d
λ
) (3.4) 
 
吉井（1971）(10)では、溝による振動の減衰効果は波長λと溝の深さ d との関係によって決定
され、d/λが大きいほど効果が大きい。しかし、(3.4)式では溝の幅は考えておらず、溝の深さと
レイリー波の波長をパラメータとして考えており、ある程度の幅を有する空溝の場合には、推定
する減衰量が実際と異なってしまうことが考えられる。 
そこで、安井ほか（2007）(11)では、シミュレーション結果から、溝の深さと幅が 2:1 の割合で
表面波減衰に寄与していることを明らかにし、そこから(3.4)式のパラメータ d/λに新たなパラ
メータとして(2d+w)/2λを与え、(3.4)式を拡張した透過率曲線の式として以下の(3.5)式を提案し
ている。 
                  
γ = exp {− 2.35
(2d+w)
2λ
} (3.5) 
 
この式は幅を w≒0 とすると(3.4)式になる。この新しいパラメータにより、空溝による透過率
を深さと幅の総合的な条件で考えることが可能となる。 
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図 3.1 表面波探査における CMP 解析(9) 
（●はクロスコリレーションの中心、○は受振器の位置を示す。） 
図 3.2 CMP 解析のための表面波探査の測定ジオメトリ例(9) 
図 3.4 レイリー波の空溝通過前後のエネルギーのイメージ(11) 
図 3.3 24 チャンネルの場合の受振点間隔と探査深度の目安(4) 
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第４章 小規模コンクリート構造物における探査 
 
4.1 データ取得 
 
コンクリート構造物における表面波の伝播挙動の把握、コンクリート構造物に対する表面波
探査の適用性の検討を目的に、小規模コンクリート構造物において探査を行った。 
探査地点は、首都大学東京構内の橋梁端部のコンクリート擁壁を対象とした。探査地点の位置
を図 4.1 に、探査地点の外観を図 4.2 に示す。 
観測は、コンクリート構造物上部の水平部分に、受振器を１ｍ間隔で 12 チャンネル設置し、
金属ハンマーで軽度に打撃することで起振した。データ収録には Geometrics 社製の 24 ビットデ
ジタル地震探査装置 Geode、受振器には 4.5Hz 上下動速度型地震計を使用した。以下に探査仕
様を示す。 
 
・起振：金属ハンマー（起振点-２ｍ） 
・受振：１ｍ間隔、12 チャンネル、固定展開 
・測線長：11ｍ 
・データ長：200msec(0.2s) 
・サンプリング間隔：20.833μs 
 
 図 4.3 に探査の様子、図 4.4 に観測のジオメトリを示す。また、コンクリート構造物の測線上
にある亀裂の位置（1.65m、3.25m、5.10m、7.25m、7.95m、11.10m）を記録した。 
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図 4.1 探査地点位置（Google Map より引用） 
図 4.2 探査地点外観 
図 4.3 探査の様子 
図 4.4 観測ジオメトリ 
●：観測受振点 
●：起振点 
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4.2 観測データ 
 
 探査によって得た波形データを図 4.5 に、振幅スペクトルを図 4.6 に示す。 
 小山ほか（2013）(12)によると、波の伝播方向に振動する P 波は、それと直交方向の発受振に
よって観測した場合、その振幅が非常に小さく、これに比べて後続の表面波は大きな振幅を有す
る。図 4.5 では、緑線で示しているのが P 波、赤線で示しているのが表面波と考えられる。赤線
は表面波の初動をピックしたものの近似曲線であり、その傾きが表面波速度となる。その結果、
表面波速度を 1884ｍ/s と算出した。 
 図 4.6 の振幅スペクトルより、０-50Hz 付近と 700-1100Hz 付近の振幅が高いことが分かる。
０Hz 周辺の卓越している振幅はノイズ等であると考えられ、振幅スペクトルより得られたコン
クリート中における表面波の卓越周波数は、800-1100Hz の範囲内であると推測できる。 
 卓越周波数を 950Hz と仮定すると、表面波の波長は、λ=v/f より約 2.0[ｍ]と算出できる。 
 
4.3 解析結果 
 
 CMP No.と受振点間隔の関係を図 4.7 に、０ｍ、２ｍ、４ｍ、６ｍ、８ｍの各地点におけるク
ロスコリレーション後の疑似共通起振点記録を図 4.8 に、見かけ速度分布図を図 4.9 に、そして、
S 波速度構造を図 4.10 に示す。コンクリート構造物の高さが２ｍであることから、解析深度も
２ｍと仮定して解析を行った。層数は３とした。 
 
4.4 考察 
 
５点の CMP で得られた S 波速度の平均は 2150m/s であった。斎藤ほか（2013）(13)によると、
経験的に表面波速度は S 波速度の 92%～93%である。4.2 節で算出した表面波速度 1884m/s より
計算すると S 波速度は約 2047.8m/s であり、近い結果が得られている。 
小規模コンクリート構造物として、首都大学東京構内の橋梁端部のコンクリート擁壁を対象
とした探査を行った。コンクリートにおける表面波の周波数や速度は、地盤でのもの（図 2.5）
に比べると格段に大きな値を示し、分散もほとんどしないことが分かった。 
深度による速度構造への変化は無いことが分かるが、コンクリートのように深度方向に速度
変化が無い構造では、表面波は分散しないことから、深度２ｍ程度では速度構造に変化が見られ
ないことはある程度予見できる。 
今回の探査において、これまで地盤に対して用いていた表面波探査と同様の計測機器と観測
仕様でも、コンクリート構造物における表面波の伝播挙動を把握できることが分かった。 
表面波は長い波長ほど深部の速度を反映するので、地盤における表面波探査では、探査深度と
波長は同じ長さとなり、測線長はその倍程度の長さとしなければならない。コンクリート中にお
ける表面波は地盤よりも速度が速い。周波数は起振方法により異なり、それに伴い波長も変化す
る。したがって、大規模コンクリート構造物での探査の際には、より長い波長の弾性波も捉える
ことができるように、測線長に留意する必要があることも分かった。 
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図 4.5 波形データ 
図 4.6 振幅スペクトル 
図 4.7 CMP No.と受振点間隔の関係 
●：観測受振点 
●：疑似共通起振点 
●：CMP 点 
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(a)CMP0.0m (b)CMP2.0m 
(c)CMP4.0m (d)CMP6.0m 
(e)CMP8.0m (f)CMP10.0m 
図 4.8 疑似共通起振点記録 
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(a)CMP0.0m (b)CMP2.0m 
(c)CMP4.0m (d)CMP6.0m 
(e)CMP8.0m (f)CMP10.0m 
図 4.9 見かけ速度分布図.  
波形を周波数領域の見かけ速度分布に変換したもので、 
濃色になるほど振幅が大きくなることを示す。 
周波数ごとに最大振幅を読み取り、位相速度分散曲線とする。 
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(a)CMP：０ｍ 
(b)CMP：２ｍ 
(c)CMP：４ｍ 
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(d)CMP：６ｍ 
(e)CMP：８ｍ 
図 4.10 S 波速度構造 
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第５章 大規模コンクリート構造物における探査 
 
 大規模コンクリート構造物として、亀裂の表面位置が既知である重力式コンクリートダムの、
天端と法面の２箇所において探査を行った。 
 2018 年 10 月８日～10 月 11 日、2018 年 12 月３日～12 月６日に、同じ内容の探査を２回行っ
た。ダムの貯水池の水位変化や温度による、ダム堤体の性状変化を把握するためである。コンク
リートは気温が低いと収縮するため、10 月よりも 12 月のほうが亀裂の深さや幅は大きいと予測
される。 
下流側からの外観を図 5.1、上流側からの内部構造図を図 5.2 に示している。この重力式コン
クリートダムは、縦 1.5ｍ×横 16ｍのコンクリートブロックを積み上げることで施工している。
図 5.2 の 1-B、2-B、‥‥、18-B（以下、ブロック 1、ブロック 2、‥‥、ブロック 18 や BL1、
BL2、‥‥、BL18 とも記す）は、各ブロックの番号であり、J-1、J-2、‥‥、J-19 は各ブロック
の境界である。亀裂は下流側法面の BL14 において確認されており（図 5.3、図 5.4）、その深さ
や幅は未知である。 
 
5.1 ダム天端における探査 
 
5.1.1 データ取得 
 
 天端における探査は、コンクリートダムでの表面波速度や二次元 S 波速度構造を得ること、
ブロック境界での減衰により、取得した波形データや振幅スペクトルに変化が起きるか、表面波
の探査深度の把握を目的に行った。 
観測は、コンクリートダム天端に、受振器を 0.5ｍ間隔で 24 チャンネル設置し、金属ハンマ
ーで打撃することで起振した。なお、天端におけるデータ取得においては、直接地表面を打撃す
るケースとウレタンマットを敷き、その上を打撃するケースの両方を行なったが、本研究ではウ
レタンマットを敷いて取得したデータを使用した。データ収録には Geometrics 社製の 24 ビット
デジタル地震探査装置 Geode、受振器には固有周波数 4.5Hz の上下動速度型地震計を使用した。
以下に探査仕様を示す。 
 
・起振：金属ハンマー（起振点間隔 0.5m） 
・受振：0.5ｍ間隔、24 チャンネル、移動式固定展開 
・測線長：11.5ｍ 
・データ長：300msec(0.3s) 
・サンプリング間隔：20.833μs 
 
 測線配置図を図 5.5 に示す。BL14 と BL15 のブロック境界である J-15 を０ｍとし、-24ｍから
+24ｍの全長 48ｍにわたって探査を行った。 
 観測の様子を図 5.6、図 5.7 に示す。 
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図 5.1 下流側ダム外観 図 5.2 上流側からみた内部構造 
図 5.3 下流側法面 図 5.4 亀裂の様子 
図 5.6 測線の様子 図 5.7 起振の様子 
図 5.5 測線配置図（  ：測線、×：起振点） 
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5.1.2 観測データ 
 
 12 月に測定したデータの例として、起振点 0.0m において記録された波形データを図 5.8、振
幅スペクトルを図 5.9 に示す。図 5.8 に赤線で示しているのが表面波（レイリー波）の初動部分
であると考えられる。その傾きを読み取ると約 2115m/s であった。 
また、図 5.8 の波形データでは、受振点 8.0m において振幅が顕著に減衰していることが分か
る。受振点 8.0m 部分にはブロック境界が存在していることから、ブロック境界により表面波の
減衰が生じたと考えられる。 
なお、12 月に測定した全ての波形データを付録 A に添付した。 
 図 5.9 の振幅スペクトルより、0-500Hz 付近の振幅が大きいことが分かる。 
 
5.1.3 CMP 解析 
 
 観測ジオメトリを図 5.10、CMP No.と受振点間隔の関係を図 5.11 にそれぞれ示す。 
CMP 解析においては、疑似共通起振点記録を求める際に用いる受振点間隔の、上限と下限を
指定する必要がある。上限距離を小さくすると水平方向の分解能が高くなるが、可探深度が浅く
なる。一方、上限距離を大きくすると可探深度を深くすることができるが、水平方向の分解能が
低下する。本解析ではオフセット距離の上限を８ｍとした。したがって、一つの CMP に対して
最大 14 個の起振点-受振点ペアの記録を使用することになる。例として、10 月、12 月に測定し
た CMP5.0m, 10.0m, 15.0m, 20.0m, 27.0m, 32.0m, 37.0m, 43.0m の擬似共通起振点記録を図 5.12、
図 5.13 に示す。 
得られた擬似共通起振点記録に表面波多チャンネル解析を適用し、見かけ速度分布を求めた。
10 月、12 月それぞれの見かけ速度分布の例を図 5.14、図 5.15 に示す。なお、12 月の全ての見
かけ速度分布を付録 B に添付した。各 CMP の見かけ速度分布から、位相速度を目視で読み取っ
た。全ての CMP に対して読み取った位相速度分散曲線を図 5.16 に示した。CMP によって多少
の違いはあるが、200～2000Hz の位相速度の分布を読み取ることができた。読み取った位相速度
は概ね 1600m/s から 2200m/s に分布しており、10 月と 12 月で顕著な違いは見られなかった。ま
た、分散曲線（図 5.16）を見ると位相速度はほぼ直線であり分散性が低いことが分かる。 
図 5.16 に示す位相速度分散曲線を逆解析することにより得られた、S 波速度構造を図 5.17 に
示す。図 5.17a が 10 月、図 5.17b が 12 月の結果である。 
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図 5.8 波形データ（起振点 0.0m） 
図 5.10 ジオメトリ（起振－距離） 
図 5.11 CMP No.と受振点間隔の関係 
図 5.9 振幅スペクトル（起振点 0.0m） 
●：観測受振点 
●：疑似共通起振点 
●：起振点 
●：観測受振点 
●：疑似共通起振点 
●：起振点 
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図 5.12 疑似共通起振点記録（10 月） 
(a)CMP5.0m (b)CMP10.0mm 
(c)CMP15.0m (d)CMP20.0m 
(e)CMP27.0m (f)CMP32.0m 
(g)CMP37.0m (h)CMP43.0m 
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  図 5.13 疑似共通起振点記録（12 月） 
(a)CMP5.0m (b)CMP10.0mm 
(c)CMP15.0m (d)CMP20.0m 
(e)CMP27.0m (f)CMP32.0m 
(g)CMP37.0m (h)CMP43.0m 
                     第５章 大規模コンクリート構造物における探査 
- 27 - 
 
  
(a)CMP5.0m (b)CMP10.0mm 
(c)CMP15.0m (d)CMP20.0m 
(e)CMP27.0m (f)CMP32.0m 
(g)CMP37.0m (h)CMP43.0m 
図 5.14 見かけ速度分布（10 月） 
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(a)CMP5.0m (b)CMP10.0mm 
(c)CMP15.0m (d)CMP20.0m 
(e)CMP27.0m (f)CMP32.0m 
(g)CMP37.0m (h)CMP43.0m 
図 5.15 見かけ速度分布（12 月） 
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(a)10 月 
図 5.16 分散曲線 
(b)12 月 
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(a
)1
0
月
 
(b
)1
2
月
 
図 5.17 二次元 S 波速度構造 
（   ：ブロック境界） 
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5.1.4 考察 
 
 取得した波形データより、ブロック境界によって弾性波の減衰が発生することが分かった。ブ
ロック境界は、ブロックの積み上げ後にモルタルによって境界間を埋めているが、この結果から
構造的に完全に同一とはなっていないと考えられる。 
CMP 解析により、深度約３ｍまでダム堤体内部の S 波速度の分布を知ることができた。 
推定された S 波速度は 2000m/s 程度で、測線方向、深さ方向ともに顕著な変化はなかった。
ただし、8.0～24.0m の BL15、40.0～48.0m の BL13 ではやや低速度の領域が存在している。44.0
～48.0m は、直下が水路の橋梁の構造になっていることが解析結果に影響を与えた可能性があ
る。S 波速度と分散曲線での周波数帯より、波長はおよそ１～10m と算出できる。 
観測波形においてはブロック境界で顕著な減衰を確認したが、二次元 S 波速度構造では、ブ
ロック境界付近に大きな速度変化は表れなかった。 
10 月と 12 月の２時期の S 波速度構造を比べると、前述のように BL15 の低速度域に若干の変
動が見られるが、その差は 100m/s 程度であった。 
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5.2 ダム法面における探査 
 
5.2.1 データ取得 
 
法面における探査は、内部構造の把握、亀裂の深さの推定を目的とし、BL14 と BL15 におい
て、２種類の測定を行った。測線配置図を図 5.18 に示す。地面から最も遠い受振器の地点を 0.0m、
地面に最も近い受振器の地点を 9.2m とした。亀裂は 4.0m～4.4m 間で確認している。 
 
【測定１】３成分測定 
 10 月の探査において、BL14 に関して、得られた弾性波が表面波であるかを確かめるため、受
振器を１点に３成分設置した測定を行った。0.1m 間隔で配置した Radial 成分、Vertical 成分、
Transverse 成分の地震計を１グループとして、1.2m 間隔で（図 5.19）、８グループ 24 チャンネル
設置した。起振は、木製小型ハンマーで打撃することで行った。観測機器について、データ収録
には Geometrics 社製の 24 ビットデジタル地震探査装置 Geode、受振器には 40Hz 上下動速度型
地震計を使用した。探査仕様を以下に示す。 
 
・起振：プラスティック小型ハンマー（起振点間隔 0.4m） 
・受振：グループ間 1.2m 間隔・各成分間 0.1m 間隔、24 チャンネル、固定展開 
・測線長：8.4m 
・データ長：300msec(0.3s) 
・サンプリング間隔：20.833μs 
 
【測定２】インライン測定 
コンクリートダム法面の、亀裂を含む BL14 と亀裂を含まない BL15 の２測線について行っ
た。法面に足場を設置し、ブロック境界から水平に等間隔の幅を取り、受振器を 0.4m 間隔で 24
チャンネル設置した。起振は、木製小型ハンマーで打撃することで行った。観測機器について、
データ収録には Geometrics 社製の 24 ビットデジタル地震探査装置 Geode、受振器には固有周波
数 40Hz の上下動速度型地震計を使用した。探査仕様を以下に示す。 
 
・起振：プラスティック小型ハンマー（起振点間隔 0.4ｍ） 
・受振：0.4m 間隔、24 チャンネル、固定展開 
・測線長：9.2m 
・データ長：300msec(0.3s) 
・サンプリング間隔：20.833μs 
 
 測線配置の様子を図 5.20 に、探査の様子を図 5.21 に示す。 
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図 5.18 法面での測線配置図 
図 5.19 受振点の設置（成分：H:Radial, P:Vertical, V:Transverse） 
図 5.20 インライン探査の測線配置 
図 5.21 インライン探査の様子 
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5.2.2 観測データ 
 
【測定１】３成分測定 
 測定１で得られた記録の例として、起振点 0.0m の波形データを図 5.22 に示す。このうち、各
グループの Radial 成分と Vertical 成分のデータを抽出したものが図 5.23 である。 
 
【測定２】インライン測定 
12 月に測定した記録の例として、起振点 0.0m と 9.2m の BL14、BL15 それぞれにおいて得ら
れた波形データを図 5.24 に示す。BL15 の記録では、弾性波がほぼ減衰せずに伝播していること
に対し、BL14 の記録では、4.0m～4.4m 間において、弾性波が減衰していることが分かる。4.0m
～4.4m には、法面表面に目視確認できる亀裂があることから、亀裂に起因する減衰であると考
えられる。亀裂を通過する波の減衰は、いずれの起振点データでも確認できた。なお、全ての波
形データを付録 C、付録 D に添付した。 
BL14 の起振点 0.0m で得られた振幅スペクトルを図 5.25 に示す。図中の赤四角で示したよう
に、500-1500Hz 付近の振幅が卓越しており、天端での 0-500Hz より高い値を示した。これは、
起振方法の違いによるものと考えられる。 
 
5.2.3 CMP 解析 
 
法面での観測ジオメトリを図 5.26 に、CMP No.と受振点間隔の関係を図 5.27 に示す。5.1.3 項
と同様に、CMP 解析に用いる受振点距離の上下限を指定したが、本解析では上限を 4.8m とし
た。したがって、一つの CMP に対して、最大９個の起振点―受振点ペアの記録を使用すること
になる。例として、10 月、12 月に測定した、BL14、BL15 の CMP0.8m, 3.2m, 4.8m, 7.2m 各地点
における擬似共通起振点記録の例を図 5.28、図 5.29 に示す。なお CMP 間隔は観測受振点間隔の
２倍の 0.8m である。 
得られた擬似共通起振点記録に表面波多チャンネル解析を適用し、見かけ速度分布を求めた。
BL14、BL15、10 月、12 月それぞれの結果の例を図 5.30、図 5.31 に示す。見かけ速度分布図よ
り、位相速度を目視で読み取った。全ての CMP に対して位相速度を読み取った結果（位相速度
分散曲線）を図 5.32 に示した。読み取った位相速度は概ね 1900m/s から 2500m/s に分布してい
た。なお、12 月の全ての見かけ速度分布を付録 E、付録 F に添付した 
読み取った位相速度分散曲線の逆解析で推定された二次元 S 波速度構造を図 5.33 に示す。 
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図 5.22 波形データ（起振点 0.0ｍ） 
(a)Radial 成分 (b)Vertical 成分 
図 5.23 波形データ（起振点 0.0ｍ） 
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(a) 起振点 0.0ｍ、BL14 (b) 起振点 0.0ｍ、BL15 
図 5.24 波形データ 
(c) 起振点 9.2ｍ、BL14 (d) 起振点 9.2ｍ、BL15 
図 5.25 振幅スペクトル（起振点 0.0ｍ、BL14） 
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図 5.26 ジオメトリ（起振－距離） 
図 5.27 CMP No.と受振点間隔の関係 
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 図 5.28 疑似共通起振点記録（BL14） 
(a)CMP0.8m（10 月） (b)CMP0.8mm（12 月） 
(c)CMP3.2m（10 月） (d)CMP3.2m（12 月） 
(e)CMP4.8m（10 月） (f)CMP4.8m（12 月） 
(g)CMP7.2m（10 月） (h)CMP7.2m（12 月） 
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  図 5.29 疑似共通起振点記録（BL15） 
(a)CMP0.8m（10 月） (b)CMP0.8mm（12 月） 
(c)CMP3.2m（10 月） (d)CMP3.2m（12 月） 
(e)CMP4.8m（10 月） (f)CMP4.8m（12 月） 
(g)CMP7.2m（10 月） (h)CMP7.2m（12 月） 
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図 5.30 見かけ速度分布（BL14） 
(a)CMP0.8m（10 月） (b)CMP0.8m（12 月） 
(c)CMP3.2m（10 月） (d)CMP3.2m（12 月） 
(e)CMP4.8m（10 月） (f)CMP4.8m（12 月） 
(g)CMP7.2m（10 月） (h)CMP7.2m（12 月） 
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図 5.31 見かけ速度分布（BL15） 
(a)CMP0.8m（10 月） (b)CMP0.8m（12 月） 
(c)CMP3.2m（10 月） (d)CMP3.2m（12 月） 
(e)CMP4.8m（10 月） (f)CMP4.8m（12 月） 
(g)CMP7.2m（10 月） (h)CMP7.2m（12 月） 
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図 5.32 分散曲線 
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(a)10 月, BL14 
(b)12 月, BL14 
(c)10 月, BL15 
(d)12 月, BL15 
図 5.33 二次元 S 波速度構造 
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5.2.4 減衰量分析 
 
３成分測定データより、地表面の粒子振動の軌跡（パーティクルモーション）を算出した。各
受振点での記録を図 5.34 に示す。図より、進行方向に対して楕円のような軌跡を描くことから、
解析対象とした１波長の波がレイリー波であると判断した。 
また、インライン測定データに対して、減衰量分析法により亀裂の深さの推定を行った。亀裂
深さの推定においては、亀裂の幅を考慮しない(3.4)式と、考慮する(3.5)式をそれぞれ用いて行っ
た。 
 
γ = exp (−
2.35d
λ
) (3.4) 
 
γ = exp {−
2.35(2d + w)
2λ
} (3.5) 
 
（γ＝E/E’（E:表面波の入射波のエネルギー、E’: 亀裂通過後の表面波の透過波のエネルギー）、 
λ：波長（＝v/f）、d：亀裂の深さ、ｗ：亀裂の幅） 
 
波長λを算出するために、位相速度 v と周波数 f を得る必要がある。ハンマー起振であること
から得られた周波数にばらつきが見られた。そこでまず、各起振記録で対象とする表面波の周波
数の平均値が 800Hzであったことから、波形データに 700-900Hzのバンドパスフィルタをかけ、
以下の方法によって(3.4)式、(3.5)式を適用するための数値を算出した。 
亀裂の前後となる２つの受振点 4.0m、4.4m における、表面波１波長の最大振幅（図 5.35）の
値を、亀裂通過前の表面波の入射波のエネルギー（図 5.35 の青点）と、亀裂通過後の表面波の
透過波のエネルギー（図 5.35 の赤点）とした。また、位相速度 v は、それぞれの起振点記録に
対して表面波の走時を読み取ることにより求め（図 5.36 の緑線）その平均値とした。周波数 f は
対象とした表面波１波長の卓越周波数（図 5.37）を読み取ることにより求め、その平均値とし
た。 
亀裂の幅を考慮しない場合、(3.4)式を d について解くことで溝の深さを算出した。 
また、亀裂の幅を考慮する場合、(3.5)式において w=0.0mm, 0.2mm として d を求め、その平均
値を亀裂深さとした。 
BL14 の各起振点記録より、亀裂の深さを推定した結果を図 5.38 に示す。(3.4)式より算出した
10 月、12 月の深さ d（図中(1)、(2)）と、(3.5)式より算出した 12 月の深さ d（図中(3)）を算出し
た結果である。(2)と(3)はグラフが重なっている。 
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0.0m 1.2m 2.4m 3.6m 
4.8m 6.0m 7.2m 8.4m 
図 5.34 起振点 0.0ｍでの 
Radial-Vertical 面のパーティクルモーション 
図 5.35 亀裂前後の地点の波形と最大振幅 
図 5.36 表面波速度の算出 図 5.37 表面波の卓越周波数の算出 
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図 5.38 起振点位置と亀裂の深さ 
                     第５章 大規模コンクリート構造物における探査 
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5.2.5 考察 
 
 CMP 解析により、深度約２ｍまでダム堤体内部の S 波速度の分布を知ることができた。 
二次元 S 波速度構造は概ね均質で、S 波速度は 2400m/s 程度であった。ただし、BL14 の 0.0m
～2.0m と 6.4m～8.0m、BL15 の 0.0m～1.6m に、わずかに低速度の領域が存在している。また、
探査時期の違いや亀裂の有無による違いは明確ではなかった。 
波形データで見られた BL14 の亀裂による減衰は、二次元 S 波速度構造には反映されなかっ
た。法面と天端の二次元 S 波速度（図 5.17）を比較すると、天端に比べ法面の S 波速度がやや
高速度となった。 
減衰量分析で推定した亀裂深さ（図 5.38）は、式(3.4)（図中(2)）と式(3.5)（図中(3)）では、ほ
ぼ同じ値となった。コンクリートに発生する亀裂のように幅が非常に小さい時には、幅の違いが
亀裂の深さの推定に与える影響はほとんど無いと言える。 
また、亀裂が存在する 4.0m～4.4m 間の近くで起振した記録で推定した亀裂深さは、顕著に大
きくなった。これは、亀裂の近くの起振では、解析に使用した波に表面波の反射波等の様々な波
が含まれ、振幅の減衰量を正しく評価できていない可能性がある。したがって、亀裂から半波長
以上離れた位置で起振したデータのみを使用することが適当と判断した。BL14、BL15 の 10 月、
12 月の亀裂深さを計算した結果を表 5.1 に示す。 
 BL14 の 10 月と 12 月の亀裂の深さを比べると、約２か月で 1.1m 亀裂が深くなったことにな
る。10 月にはなかった漏水が 12 月に確認されていることから、気温の低下によりコンクリート
が収縮し、もともと存在していた亀裂の幅が広がった可能性が考えられる。亀裂が無い BL15 の
深さの推定結果はほぼ０であり、減衰量分析が正しく亀裂を反映していると言える。 
今回は正解値との比較を行うことができないので、ボーリング等による亀裂の深さの値との
比較を行うことができれば、さらに本手法の有用性を評価することができる。 
  
 
 
 
 
  
 BL14 BL15 
10月 
亀裂の深さ d[m] 0.74 0.02 
標準偏差 0.51 0.51 
12月 
亀裂の深さ d[m] 1.84 -0.03 
標準偏差 0.55 0.48 
表 5.1 起振点と亀裂の深さ（(3.4 式） 
                                     第６章 結論 
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第６章 結論 
 
 本研究において、減衰量の小さい低周波の弾性波を用いて、深部に存在する亀裂の検出を可能
とすることで、コンクリート構造物深部の性状把握を試みた。コンクリート構造物として、重力
式コンクリートダムの天端と法面において、低周波の弾性波を用いた探査を行い、(1)S 波速度
構造の推定、(2)亀裂深さの推定、を行った。 
 ダム天端での探査においては、取得した波形データより、ブロック境界によって弾性波の減衰
が発生することが分かった。 
S 波速度の分布からは、大きな違いは表れなかった。S 波速度は、コンクリートの物性を示す
ヤング率やポアソン比と相関があり、S 波速度の分布をより詳細に分析することができれば、コ
ンクリートの強度分布を把握することが可能であると考えられる。 
 法面においても、CMP 解析より二次元 S 波速度構造が推定できた。S 波速度の分布からは、
構造による大きな違いは表れなかった。法面では受振点間隔を 0.4m として探査を行ったが、探
査深度は天端と同様に２ｍ程度であった。 
 今後、コンクリート構造物全体の性状把握を行うためには、可探深度をさらに深くする必要が
ある。CMP 解析においてはオフセット距離の上限と下限を指定することで、分解能を保ちつつ
可探深度を設定する。オフセット距離と分解能、可探深度の関係を、さらに良く把握することが
できれば、適切なオフセット距離で解析を行うことができると考えられる。 
また、取得した波形データより、亀裂によって表面波の減衰を確認できた。 
さらに、減衰量評価法によって、12 月の探査から、BL14 で確認している亀裂の深さが 1.8m
と推定した。また、10 月から 12 月の約２か月で 1.1m 亀裂が深くなっていた。今回の探査で対
象とした亀裂の幅に関しては、幅の違いによる亀裂の深さへの影響は見られなかったことから、
コンクリートダムのように亀裂の幅が非常に小さい場合には、考慮しなくても良いと言える。起
振点の位置によって、亀裂の深さの算出結果に違いがあったことから、起振点から亀裂までの伝
播距離を亀裂の算出の際には考慮する必要があると考えられる。 
今回の探査では、亀裂の位置が既知であり、その深さを算出することが目的であった。コンク
リート構造物全体の性状把握という点では、亀裂の位置が未知である状態から、その位置や大き
さを検知するということが最終的な目的であり、本研究の成果をどのように実用化していくか
が、今後の課題である。 
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付録 
12 月の調査において、天端と法面で取得した波形データと分散曲線の描画イメージを添付する。 
 
付録 A ダム天端において取得した波形データ 
波形データ（起振点 0.0m） 波形データ（起振点 0.5m） 
 波形データ（起振点 1.0m）  波形データ（起振点 1.5m） 
波形データ（起振点 2.0m） 波形データ（起振点 2.5m） 
 波形データ（起振点 3.0m）  波形データ（起振点 3.5m） 
                                         付録 
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波形データ（起振点 4.0m） 波形データ（起振点 4.5m） 
波形データ（起振点 5.0m） 波形データ（起振点 5.5m） 
波形データ（起振点 6.0m） 波形データ（起振点 6.5m） 
波形データ（起振点 7.0m）  波形データ（起振点 7.5m） 
                                         付録 
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波形データ（起振点 8.0m） 波形データ（起振点 8.5m） 
波形データ（起振 9.0m） 波形データ（起振点 9.5m） 
波形データ（起振点 10.0m） 波形データ（起振点 10.5m） 
波形データ（起振点 11.0m） 波形データ（起振点 11.5m） 
                                         付録 
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波形データ（起振点 12.0m） 波形データ（起振点 12.5m） 
波形データ（起振 13.0m） 波形データ（起振点 13.5m） 
波形データ（起振点 14.0m） 波形データ（起振点 14.5m） 
波形データ（起振点 15.0m） 波形データ（起振点 15.5m） 
                                         付録 
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波形データ（起振点 16.0m） 波形データ（起振点 16.5m） 
波形データ（起振 17.0m） 波形データ（起振点 17.5m） 
波形データ（起振点 18.0m） 波形データ（起振点 18.5m） 
波形データ（起振点 19.0m） 波形データ（起振点 19.5m） 
                                         付録 
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波形データ（起振点 20.0m） 波形データ（起振点 20.5m） 
波形データ（起振 21.0m） 波形データ（起振点 21.5m） 
波形データ（起振点 22.0m） 波形データ（起振点 22.5m） 
波形データ（起振点 23.0m） 波形データ（起振点 23.5m） 
                                         付録 
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波形データ（起振点 24.0m） 波形データ（起振点 24.5m） 
波形データ（起振 25.0m） 波形データ（起振点 25.5m） 
波形データ（起振点 26.0m） 波形データ（起振点 26.5m） 
波形データ（起振点 27.0m） 波形データ（起振点 27.5m） 
                                         付録 
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波形データ（起振点 28.0m） 波形データ（起振点 28.5m） 
波形データ（起振 29.0m） 波形データ（起振点 29.5m） 
波形データ（起振点 30.0m） 波形データ（起振点 30.5m） 
波形データ（起振点 31.0m） 波形データ（起振点 31.5m） 
                                         付録 
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波形データ（起振点 32.0m） 波形データ（起振点 32.5m） 
波形データ（起振 33.0m） 波形データ（起振点 33.5m） 
波形データ（起振点 34.0m） 波形データ（起振点 34.5m） 
波形データ（起振点 35.0m） 波形データ（起振点 35.5m） 
                                         付録 
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波形データ（起振点 36.0m） 波形データ（起振点 36.5m） 
波形データ（起振 37.0m） 波形データ（起振点 37.5m） 
波形データ（起振点 38.0m） 波形データ（起振点 38.5m） 
波形データ（起振点 39.0m） 波形データ（起振点 39.5m） 
                                         付録 
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波形データ（起振点 40.0m） 波形データ（起振点 40.5m） 
波形データ（起振 41.0m） 波形データ（起振点 41.5m） 
波形データ（起振点 42.0m） 波形データ（起振点 42.5m） 
波形データ（起振点 43.0m） 波形データ（起振点 43.5m） 
                                         付録 
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波形データ（起振点 44.0m） 波形データ（起振点 44.5m） 
波形データ（起振 45.0m） 波形データ（起振点 45.5m） 
波形データ（起振点 46.0m） 波形データ（起振点 46.5m） 
波形データ（起振点 47.0m） 波形データ（起振点 47.5m） 
                                         付録 
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付録 B ダム天端の分散曲線描画イメージ 
 
 
  
分散曲線イメージ（起振点 0.0m） 分散曲線イメージ（起振点 1.0m） 
分散曲線イメージ（起振点 2.0m） 分散曲線イメージ（起振点 3.0m） 
分散曲線イメージ（起振点 4.0m） 分散曲線イメージ（起振点 5.0m） 
                                         付録 
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分散曲線イメージ（起振点 6.0m） 分散曲線イメージ（起振点 7.0m） 
分散曲線イメージ（起振点 8.0m） 分散曲線イメージ（起振点 9.0m） 
分散曲線イメージ（起振点 10.0m） 分散曲線イメージ（起振点 11.0m） 
                                         付録 
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分散曲線イメージ（起振点 12.0m） 分散曲線イメージ（起振点 13.0m） 
分散曲線イメージ（起振点 14.0m） 分散曲線イメージ（起振点 15.0m） 
分散曲線イメージ（起振点 16.0m） 分散曲線イメージ（起振点 17.0m） 
                                         付録 
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分散曲線イメージ（起振点 18.0m） 分散曲線イメージ（起振点 19.0m） 
分散曲線イメージ（起振点 20.0m） 分散曲線イメージ（起振点 21.0m） 
分散曲線イメージ（起振点 22.0m） 分散曲線イメージ（起振点 23.0m） 
                                         付録 
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分散曲線イメージ（起振点 24.0m） 分散曲線イメージ（起振点 25.0m） 
分散曲線イメージ（起振点 26.0m） 分散曲線イメージ（起振点 27.0m） 
分散曲線イメージ（起振点 28.0m） 分散曲線イメージ（起振点 29.0m） 
                                         付録 
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分散曲線イメージ（起振点 30.0m） 分散曲線イメージ（起振点 31.0m） 
分散曲線イメージ（起振点 32.0m） 分散曲線イメージ（起振点 33.0m） 
分散曲線イメージ（起振点 34.0m） 分散曲線イメージ（起振点 35.0m） 
                                         付録 
- 69 - 
 
  
分散曲線イメージ（起振点 36.0m） 分散曲線イメージ（起振点 37.0m） 
分散曲線イメージ（起振点 38.0m） 分散曲線イメージ（起振点 39.0m） 
分散曲線イメージ（起振点 40.0m） 分散曲線イメージ（起振点 41.0m） 
                                         付録 
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分散曲線イメージ（起振点 42.0m） 分散曲線イメージ（起振点 43.0m） 
分散曲線イメージ（起振点 44.0m） 分散曲線イメージ（起振点 45.0m） 
分散曲線イメージ（起振点 46.0m） 分散曲線イメージ（起振点 47.0m） 
                                         付録 
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付録 C ダム法面において取得した波形データ（BL14） 
 
 
  
波形データ（起振点 0.0m） 波形データ（起振点 0.4m） 
波形データ（起振点 0.8m） 波形データ（起振点 1.2m） 
波形データ（起振点 1.6m） 波形データ（起振点 2.0m） 
                                         付録 
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波形データ（起振点 2.4m） 波形データ（起振点 2.8m） 
波形データ（起振点 3.2m） 波形データ（起振点 3.6m） 
波形データ（起振点 4.0m） 波形データ（起振点 4.4m） 
                                         付録 
- 73 - 
 
  
波形データ（起振点 4.8m） 波形データ（起振点 5.2m） 
波形データ（起振点 5.6m） 波形データ（起振点 6.0m） 
波形データ（起振点 6.4m） 波形データ（起振点 6.8m） 
                                         付録 
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波形データ（起振点 7.2m） 波形データ（起振点 7.6m） 
波形データ（起振点 8.0m） 波形データ（起振点 8.4m） 
波形データ（起振点 8.8m） 波形データ（起振点 9.2m） 
                                         付録 
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付録 D ダム法面において取得した波形データ（BL15） 
 
 
  
波形データ（起振点 0.0m） 波形データ（起振点 0.4m） 
波形データ（起振点 0.8m） 波形データ（起振点 1.2m） 
波形データ（起振点 1.6m） 波形データ（起振点 2.0m） 
                                         付録 
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波形データ（起振点 2.4m） 波形データ（起振点 2.8m） 
波形データ（起振点 3.2m） 波形データ（起振点 3.6m） 
波形データ（起振点 4.0m） 波形データ（起振点 4.4m） 
                                         付録 
- 77 - 
 
  
波形データ（起振点 4.8m） 波形データ（起振点 5.2m） 
波形データ（起振点 5.6m） 波形データ（起振点 6.0m） 
波形データ（起振点 6.4m） 波形データ（起振点 6.8m） 
                                         付録 
- 78 - 
 
  
波形データ（起振点 7.2m） 波形データ（起振点 7.6m） 
波形データ（起振点 8.0m） 波形データ（起振点 8.4m） 
波形データ（起振点 8.8m） 波形データ（起振点 9.2m） 
                                         付録 
- 79 - 
付録 E ダム法面の分散曲線描画イメージ（BL14） 
 
 
  
分散曲線イメージ（起振点 0.0m） 分散曲線イメージ（起振点 0.8m） 
分散曲線イメージ（起振点 1.6m） 分散曲線イメージ（起振点 2.4m） 
分散曲線イメージ（起振点 3.2m） 分散曲線イメージ（起振点 4.0m） 
                                         付録 
- 80 - 
 
 
  
分散曲線イメージ（起振点 4.8m） 分散曲線イメージ（起振点 5.6m） 
分散曲線イメージ（起振点 6.4m） 分散曲線イメージ（起振点 7.2m） 
分散曲線イメージ（起振点 8.0m） 分散曲線イメージ（起振点 8.8m） 
                                         付録 
- 81 - 
付録 F ダム法面の分散曲線描画イメージ（BL15） 
 
 
  
分散曲線イメージ（起振点 0.0m） 分散曲線イメージ（起振点 0.8m） 
分散曲線イメージ（起振点 1.6m） 分散曲線イメージ（起振点 2.4m） 
分散曲線イメージ（起振点 3.2m） 分散曲線イメージ（起振点 4.0m） 
                                         付録 
- 82 - 
 
 
 
分散曲線イメージ（起振点 4.8m） 分散曲線イメージ（起振点 5.6m） 
分散曲線イメージ（起振点 6.4m） 分散曲線イメージ（起振点 7.2m） 
分散曲線イメージ（起振点 8.0m） 分散曲線イメージ（起振点 8.8m） 
